
令和７年度最終補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の基本的考え方

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

一 般 会 計 ２，７９８ 億円 ９兆３，８２９ 億円 ９兆６，６２７ 億円

特 別 会 計 １，０４０ 億円 ６兆７，１６７ 億円 ６兆８，２０７ 億円

公 営 企 業 会 計 ▲ ６４８ 億円 １兆９，９２２ 億円 １兆９，２７４ 億円

計 ３，１９０ 億円 １８兆 ９１８ 億円 １８兆４，１０８ 億円

⚫ 現下の状況を踏まえた物価高騰対策として、国の補正予算と連携した対応や子育て世帯へ
の支援を実施するとともに、今年の夏を見据え、緊急の暑さ対策を迅速に講じるなど、喫
緊の課題に対応します。

⚫ また、歳入・歳出の精査などにより生まれた財源を基金へ積み立てることで、持続可能な
財政基盤を構築します。

⚫ その他、補正が必要な事項について、所要の経費を計上します。

今回補正
一般財源 特定財源

都税 地方譲与税 国庫支出金 繰入金 都債 繰越金 その他

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

▲ ▲ ▲

（１）補正予算の規模

Ⅱ 財政規模

（２）補正予算の財源（一般会計）
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歳入の精査等（２，７９８億円）

Ⅲ 令和７年度最終補正予算の内容

◼ 都税収入等の状況

⚫ 都税等 ２，６９９億円

企業収益の堅調な推移等による都税収入の増など

⚫ 国庫支出金（医療・介護等支援パッケージに係る国庫補助金等） １，１６８億円

国の医療・介護等支援パッケージに係る国庫支出金や、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金などの歳入の増を補正

区 分 令 和 ７ 年 度
最 終 補 正 後

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 増 ▲ 減

都 税 ７兆２，０３２ 億円 ６兆９，２９６ 億円 ２，７３６ 億円

う ち 法 人 二 税 ２兆７，２３２ 億円 ２兆５，３６２ 億円 １，８６９ 億円

うち個人都民税 １兆３，０３７ 億円 １兆２，４５１ 億円 ５８６ 億円

地 方 譲 与 税 ７９１ 億円 ８２８ 億円 ▲３７ 億円

合 計 ７兆２，８２３ 億円 ７兆 １２４ 億円 ２，６９９ 億円

⚫ その他の歳入 ▲ ８７２億円

歳出不用額の精査に伴う歳入の減や、事業進捗などに伴う歳入の増を補正

⚫ 都債 ▲ １９６億円

歳出の精査などにより、都債の発行を減額
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・医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業【保医】 ９１億円
物価高騰に直面する医療機関等に対し、賃上げ相当・運営に係る経費を補助
国補助率：
有床診療所： 万円 床、無床診療所： 万円 施設、歯科診療所： 万円 施設、
訪看ＳＴ： 万円 施設（賃上げ相当に係る経費のみ）
都補助率：
有床助産所： 万円 床、無床助産所： 万円 施設、
施術所 ・歯科技工所： 万円 施設
あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律又は柔道整復師法の規定に基づき

開設している施術所

・薬局における賃上げ・物価上昇に対する支援事業【保医】 １２億円
物価高騰に直面する薬局に対し、賃上げ相当・運営に係る経費を補助
（対象：保険薬局、単価： 万円～ 万円 施設）

・施設整備の促進に対する支援事業【保医】 ４６億円
国庫補助金等の交付対象となる新築・増改築を行う医療機関に対し、面積に応じた建築資材高
騰分等を補助（対象：医療機関、単価：（市場価格－補助事業単価）×国負担分相当）

・生産性向上に対する支援事業【保医】 ３０億円
業務効率化・職場環境改善に資する取組を行う病院に対し、財政支援を実施
（対象：病院、単価：最大 万円 施設、補助率：国 、都 ）

・病床数の適正化に対する支援事業【保医】 ２９１億円
医療需要の変化を踏まえた病床数の適正化を進める医療機関への財政支援を実施
（対象：病院・有床診療所、単価： 万円 床 休床の場合： 万円）

・出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科への支援事業【保医】 ７億円
周産期医療施設や小児医療施設に対し、医療体制の確保に向けた支援を実施
（対象：①分娩取扱施設・②産科施設・③小児医療の拠点となる施設、
単価：① 万円～ 万円 施設・②［施設整備］最大 万円 施設、

［設備整備］最大 万円 施設・③ 万円～ 万円 床、
補助率：国 、都 等）

喫緊の課題への対応（１，３６７億円）

⚫ 国の補正予算と連携した対応 ７６３億円
国の補正予算で措置された「医療・介護等支援パッケージ」などと連携し、医療・介護・障害・
児童福祉分野における事業所などの賃上げや職場環境改善等に対する支援を実施

［医療］

補助率について、個別に記載のないものは国
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・ドクターヘリ運航体制緊急支援事業【保医】 ０．８億円
基地病院に対し、ドクターヘリの機体調達・整備、資機材の調達、整備士等の確保等に係る費
用を支援（対象：基地病院、補助率：国 、都 ）

・地域連携周産期医療体制モデル事業【保医】 ０．１億円
地域における無痛分娩の連携を支援することにより、周産期医療体制を確保
（単価： 万円程度 箇所）

［介護］

［障害］

・福祉・介護職員等処遇改善緊急支援事業【福祉】 ３４億円
障害福祉従事者への賃上げを行う施設等に対し、賃上げ相当に係る経費を補助
（対象：施設・通所・訪問、単価：月１万円 人）

・障害児施設職員の処遇改善【福祉】 １億円
障害児施設等に従事する職員について、令和７年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内
容に準じた処遇改善を実施（令和７年４月から遡及適用）
（対象：施設、単価：人件費 改善、補助率：国 、都 ）

・児童養護施設職員等の処遇改善、運営継続支援臨時加算の創設【福祉】 １１億円
児童養護施設等に従事する職員について、令和７年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の
内容に準じた処遇改善を実施（令和７年４月から遡及適用）するとともに、運営継続のための
費用を補助（対象：児童養護施設等、単価：人件費 改善、臨時加算 年約１万円 人、
補助率：国 、都 等 ）

［児童］

・介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業【福祉】 １４９億円
介護従事者への賃上げを行う事業者に対し、賃上げ相当に係る経費を補助するほか、職場環境
の改善等に取り組む事業者に対しては、上乗せ補助を実施
（対象：施設・通所・訪問、単価：最大月 万円 人）

・介護事業所等に対するサービス継続支援事業【福祉】 ４２億円
介護事業者等が将来的に必要となる暑さ対策や災害対策に必要な設備・備品の購入費用等に対
する補助を実施（対象：施設・通所・訪問、単価： 万円～ ５万円 事業所等、
補助率（都上乗せ分）： ）

・介護施設等に対するサービス継続支援事業【福祉】 １７億円
介護施設等が食事提供を円滑に継続できるよう食材料費を支援
（対象：施設・短期入所、単価：月 円 人）
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⚫ 子育て応援＋（プラス）【福祉】 １６４億円

実質賃金がマイナスの状況が続く中、子育て世帯を応援するため、東京アプリ生活応援事業の支
給対象外である０歳から 歳の子供に対し、１人当たり１万１千円を１回支給

⚫ 暑さ緊急対策【環境・福祉・産労・子供・教育・消防・スポ】 ４４１億円
今年の夏を見据え、高齢者等へのエアコン購入の支援や学校・子供の遊び場における熱中症対策
など、暑さ対策を早期に実施（Ｐ 参照）

⚫ 税連動経費等 １，９１２億円

区市町村への交付金の増、財政調整基金への義務積立（ 億円）を計上

税収増に伴う義務的な経費（１，９１２億円）

⚫ ゼロエミッション東京推進基金 ５００億円

持続可能な財政基盤を構築するための基金積立（１，０００億円）

⚫ 新築建築物再生可能エネルギー設備設置等推進基金 ５００億円

・保育士等の処遇改善、運営継続支援臨時加算の創設【福祉・生文】 ３０億円
保育所等に従事する職員について、令和７年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に
準じた処遇改善を実施（令和７年４月から遡及適用）するとともに、運営継続のための費用を
補助（対象：認可保育所等、単価：人件費 改善、臨時加算 最大年 万円 事業所、
補助率：国 、都 、区市町村 等）

・地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業【福祉・生文】 １億円
学童クラブ等の「地域子ども・子育て支援事業」について、安定的な事業運営を継続できるよ
う、物品購入等に対する経費を補助
（対象：学童クラブ等、単価：最大年５万円 支援単位等、補助率：国 、都 、
区市町村 ）

・認証保育所等に対する事業継続支援事業【福祉】 ０．５億円
国の「運営継続支援臨時加算」や「地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業」
の対象とならない認証保育所等が安定的な事業運営を継続できるよう、物品購入等に対する経
費を補助

［認証保育所］単価：年 万円 事業所、補助率：都 、区市町村
［多様な他者との関わりの機会の創出］単価：年 万円 事業所、補助率：都 等
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特別会計の補正

⚫ 特別区財政調整会計（税連動）

⚫ 地方消費税清算会計（税連動）

４４０億円

６００億円

公営企業会計の補正

⚫ 中央卸売市場会計

⚫ 港湾事業会計 ▲６９７億円
令和７年度当初予算において、大井ふ頭背後地の取得費を計上していたが、関係者との調整によ
り代替地の提供（土地の交換）へと土地取得手法を変更したことに伴う減額補正

⚫ 国庫支出金返納金

その他補正が必要な経費（１，０２３億円）

２１８億円

４９億円
築地地区まちづくり事業に伴う負担金を増額補正

⚫ 公営企業会計支出金 ２００億円
築地市場跡地の引継金額のうち、埋蔵文化財調査等の費用負担に充てるための留保額について、
一般会計から中央卸売市場会計への支出金を計上

⚫ 島しょ地域における災害廃棄物処理支援事業 ２８億円
台風第 号・第 号により発生した災害廃棄物の都内での受入支援に要する経費を計上

⚫ 高等学校等教育改革促進基金の創設 ０．６億円
国から交付される都道府県事務費等分を受け入れた上で、基金を造成

⚫ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（特別区分） ４６６億円

など

予算の執行状況の総点検を行い、現時点で不用額となることが明らかな事項などを精査

歳出の精査（▲２，５０４億円）
⚫ 予算の執行状況の精査 ▲２，５０４億円
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